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こども宅食とは

地域で孤立・孤独を抱える家庭は既存の地域支援につながりにくく、その生活はコロナ禍で更に過酷

なものになっています。こうした家庭とのつながりを創出するアウトリーチ（出前）型の支援事業としてこ

ども宅食を実施しています。

寄付等で集めた食品を

定期的に家庭に配送する

こども宅食

家庭とつながる

関係性を築く

変化を見つける

全国のこども宅食利用家庭

うち、こども宅食利用以前は行政や支援機関
とつながっていなかった世帯

6,399 世帯 

1,268 世帯 
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令和2年度から

事業開始

補助率は

国が10/10

実施主体は

市町村

1箇所あたり

9,723千円
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4

せっかくの補助事業が４％の自治体でしか活用されていない！

補助事業は自治体が事業の実施主体でなければいけないが、この補助事業を活用している

自治体は全体の４％。孤立する子どもに支援の手が届いていない状況にある。

リソース不足

自治体は、コロナ禍でワクチン対応や

給付金支給で人的余裕がありません。

支援対象等見守り強化事業の実施状況（令和2年度3月時点）

事業実施数 65市区町 
(全国の市町村数 1,724) 

4% 実施率 
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不安定な財源

来年度以降の国予算が付くかわからないため、

自治体が導入に踏み出しにくいです。
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広域的に事業を実施する民間団体に

国が直接補助するルートを創設してください！

あるべき姿

国

広域で活動する

民間団体

地域の家庭

地方自治体

NPO等民間団体

国

地方自治体

NPO等民間団体

地域の家庭

現状

4% 実施率 
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民間への直接補助

実例あり
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令和版「安心こども基金 」 を創設 して下さい！

● 資金の不安なく、自治体や民間団体等が事業を進められるよう、

複数年度に渡り、継続的に使える財源として、令和版「安心子ども基金」

を創設してください。

*「安心こども基金」・・・平成21年度に創設した子育て支援対策臨時特例交付金。

待機児童解消のための保育所整備等を実施し、一定の効果を上げた。

*


